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はじめに 

■ 総合福祉部会の背景と経過 

平成21(2009)年12月、障害者の権利に関する条約（以下、「障害者権利条

約」という）の締結に必要な国内法の整備を始めとする障害者に係る制度の

集中的な改革を目的として「障がい者制度改革推進本部」が設置され、この

下で、障害者施策の推進に関する意見をまとめる「障がい者制度改革推進会

議」(以下「推進会議」という)が発足しました。 

 

このことは、障害者権利条約の基本精神である「私たち抜きに私たちのこ

とを決めるな！」(Nothing about us without us！)を踏まえた政策立案作業の

開始を意味します。 

平成22(2010)年4月には、この推進会議の下に、障害者、障害者の家族、

事業者、自治体首長、学識経験者等、55名からなる「障がい者制度改革推進

会議総合福祉部会」(以下「総合福祉部会」という)が設けられました。 

   

さらには、平成22(2010)年6月29日、政府は閣議決定を行い、推進会議の

「第一次意見」を最大限に尊重し「障害者制度改革の推進のための基本的な

方向について」を定めました。その中で、とくに「『障害者総合福祉法』(

仮称)の制定」に関しては、 

「応益負担を原則とする現行の障害者自立支援法(平成17年法律第123号)

を廃止し、制度の谷間のない支援の提供、個々のニーズに基づいた地域

生活支援体系の整備等を内容とする「障害者総合福祉法」(仮称)の制定

に向け、第一次意見に沿って必要な検討を行い、平成24年常会への法案

提出、25年8月までの施行を目指す。」 

と定められました。 

 

こうして総合福祉部会は障害者総合福祉法の制定に向けた検討という使命

を背負って18回の検討を重ねてきました。 

  第1回～3回(平成22(2010)年4月～6月)では「障がい者総合福祉法(仮称)制

定までの間において当面必要な対策について」の議論を行い、「利用者負担

の見直し」などを含む「当面の課題」の要望書をまとめました。 

  第4回～7回(6月～9月)では、9分野30項目91点の「論点」を整理し、それ

に沿って議論し共通理解を図りました。 

  第8回～15回(10月～平成23(2011)年6月)では、複数の作業チームに分かれ

て議論・検討を行いました。これらの作業チームに参加した構成員の精力的

な検討の成果は「部会作業チーム報告・合同作業チーム報告」としてまとめ
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られています。なお各チーム報告に対して、厚生労働省からのコメントが出

されています。 

第16回～18回(7月～8月)では、これまでの議論を踏まえ、「障害者総合福

祉法の骨格に関する総合福祉部会の提言」(以下「骨格提言」)に向けて議論

をまとめる作業を行いました。 

 

■ 骨格提言の基礎となった2つの指針 

  総合福祉部会の55人の立場や意見は多様ですが、次の2つの文書を前提と

して検討作業を行ってきました。それは、平成18(2006)年に国連が採択した

「障害者権利条約」、そして、平成22(2010)年1月に国(厚生労働省)と障害

者自立支援法訴訟原告ら(71名)との間で結ばれた「基本合意文書」です。 

これらの文書は、総合福祉部会が、障害者総合福祉法の骨格をまとめるに

際し、基本的な方向を指し示すなど重要な役割を果たしました。 

 

(１)障害者権利条約 

  この条約は、すべての障害者によるあらゆる人権及び基本的自由の完全か

つ平等な享有を促進し、保護し、及び確保すること並びに障害者の固有の尊

厳の尊重を促進することなどを目的としています。 

 

 とくに、第5条(平等及び差別されないこと)において、合理的配慮の確保

が求められています。 

また、第19条では、「すべての障害者が他の者と平等の選択の機会をもっ

て地域社会で生活する平等の権利を認める」とし、 

「(a) 障害者が、他の者と平等に、居住地を選択し、及びどこで誰と生

活するかを選択する機会を有すること並びに特定の居住施設で生活

する義務を負わないこと。」 

「(b) 地域社会における生活及び地域社会への受入れを支援し、並びに

地域社会からの孤立及び隔離を防止するために必要な在宅サービス、

居住サービスその他の地域社会支援サービス(人的支援[personal 
assistance]を含む。)を障害者が利用することができること。」 

を締約国は確保するとしています。 

  このように条約は、保護の客体とされた障害者を権利の主体へと転換し、

インクルーシブな共生社会を創造することをめざしています。 

 

(２)「基本合意文書」 

  この文書では、 

「国(厚生労働省)は、速やかに応益負担(定率負担)制度を廃止し、遅く
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とも平成25年8月までに、障害者自立支援法を廃止し新たな総合的な福

祉法制を実施する。そこにおいては、障害福祉施策の充実は、憲法等に

基づく障害者の基本的人権の行使を支援するものであることを基本とす

る。」 

「(障害者自立支援法、とくに応益負担制度などが)障害者の人間として

の尊厳を深く傷つけたことに対し、・・心から反省の意を表明する」 

「・・新たな福祉制度の構築に当たっては、現行の介護保険制度との統

合を前提とはせず・・」 

「今後の障害福祉施策を、障害のある当事者が社会の対等な一員として

安心して暮らすことのできるものとするために最善を尽くす」 

などが確認され、利用者負担、支給決定、報酬支払い方式、「障害」の範

囲、予算増などについて原告らの指摘を踏まえてしっかり検討するとして

います。  

 

■ 障害者総合福祉法がめざすべき6つのポイント 

本骨格提言は以上の経過と指針の下に、次の6つの目標を障害者総合福祉

法に求めました。 

 

【１】障害のない市民との平等と公平 

  障害者と障害のない人の生活水準や暮らしぶりを比べるとき、そこには大

きな隔たりがあります。障害は誰にでも起こりうるという前提に立ち、障害

があっても市民として尊重され、誇りを持って社会に参加するためには、平

等性と公平性の確保が何よりの条件となります。障害者総合福祉法がこれを

裏打ちし、障害者にとって、そして障害のない市民にとっても新たな社会の

到来を実感できるものとします。 

 

【２】谷間や空白の解消 

  障害の種類によっては、障害者福祉施策を受けられない人がたくさんいま

す。いわゆる制度の谷間に置かれている人たちです。また制度間の空白は、

学齢期での学校生活と放課後、卒業後と就労、退院後と地域での生活、働く

場と住まい、家庭での子育てや親の介助、消費生活など、いろいろな場面で

発生しています。障害の種別間の谷間や制度間の空白の解消を図っていきま

す。 

 

【３】格差の是正 

  障害者のための住まいや働く場、人による支えなどの環境は、地方自治体

の財政事情などによって、質量ともに大きく異なっています。また、障害種
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別間の制度水準についても大きな隔たりがあります。どこに暮らしを築いて

も一定の水準の支援を受けられるよう、地方自治体間の限度を超え合理性を

欠くような格差についての是正をめざします。 

 

【４】放置できない社会問題の解決 

 世界でノーマライゼーションが進むなか、わが国では依然として多くの精

神障害者が「社会的入院」を続け、知的や重複の障害者等が地域での支援不

足による長期施設入所を余儀なくされています。また、公的サービスの一定

の広がりにもかかわらず障害者への介助の大部分を家族に依存している状況

が続いています。これらを解決するために地域での支援体制を確立するとと

もに、効果的な地域移行プログラムを実施します。 

 

【５】本人のニーズにあった支援サービス 

  障害の種類や程度、年齢、性別等によって、個々のニーズや支援の水準は

一様ではありません。個々の障害とニーズが尊重されるような新たな支援サ

ービスの決定システムを開発していきます。また、支援サービスを決定する

ときに、本人の希望や意思が表明でき、それが尊重される仕組みにします。 

 

【６】安定した予算の確保 

  制度を実質化させていくためには財政面の裏打ちが絶対的な条件となりま

す。現在の国・地方の財政状況はきわめて深刻であるため、障害者福祉予算

を確保するためには、給付・負担の透明性、納得性、優先順位を明らかにし

ながら、財源確保について広く国民からの共感を得ることは不可欠です。 

 

障害者福祉予算の水準を考えていくうえでの重要な指標となるのが、国際

的な比較です。この際に、経済協力開発機構（OECD）各国の社会保障給付体

系のなかにおける障害者福祉の位置づけの相違を丁寧に検証し、また高齢化

などの要因を考慮した上での国民負担率など、財政状況の比較も行わなけれ

ばなりません。当面の課題としては、OECD加盟国における平均並みを確保す

ることです。これによって、現状よりはるかに安定した財政基盤を図ること

ができます。 

 

■ 改革への新しい一歩として 

わが国の障害者福祉もすでに長い歴史を有しておりますが、障害者を同じ

人格を有する人と捉えるよりも、保護が必要な無力な存在、社会のお荷物、

治安の対象とすべき危険な存在などと受けとめる考え方が依然として根強く

残っています。 
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わが国の社会が、障害の有無にかかわらず、個人として尊重され、真の意

味で社会の一員として暮らせる共生社会に至るには、まだまだ遠い道のりで

あるかもしれません。 

  

そのような中で総合福祉部会に参集した私たちは、障害者本人をはじめ、

障害者に関わる様々な立場から、違いを認めあいながらも、それでも共通す

る思いをここにまとめました。ここに示された改革の完成には時間を要する

かも知れません。協議・調整による支給決定や就労系事業等、試行事業の必

要な事項もあります。 

また、本骨格提言に基づく法の策定、実施にあたっては、さらに市町村及

び都道府県をはじめとする幅広い関係者の意見を踏まえることが必要です。 

 

私たちのこうした思いが、国民や世論の理解と共感を得て、それが政治を

突き動かし、障害者一人ひとりが自身の存在の価値を実感し、様々な人と共

に支えあいながら生きていくことの喜びを分かち合える社会への一歩になる

ことを信じて、ここに骨格提言をまとめました。 

今、新法への一歩を踏み出すことが必要です。 

 

 

平成23(2011)年8月30日 

障がい者制度改革推進会議総合福祉部会 
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Ⅰ－１ 法の理念・目的・範囲 

 

【表題】前文 

【結論】 

○ 障害者総合福祉法には、下記の通り、本法制定の経緯、この法に求められ

る精神等を内容とする前文を設けるべきである。 

 

【説明】 

全国1000万人を超えると思われる障害者とその家族、支援者、一般国民、全

ての人にとって、今回の改革の経緯と理念が伝わり、障害者総合福祉法の意義

が共有され、さらに、個別規定の解釈指針とするためにも、前文でこの法の精

神を高らかに謳うことが不可欠である。盛り込むべき前文の内容は以下のとお

りである。 

 

                 記 

 

わが国及び世界の障害者福祉施策は「完全参加と平等」を目的とした昭和56

(1981)年の国際障害者年とその後の国連障害者の十年により一定の進展を遂げ

たが、依然として多くの障害者は他の者と平等な立場にあるとは言いがたい。 

このような現状を前提に、平成18(2006)年国連総会にて障害者権利条約が採

択され、わが国も平成19(2007)年に署名した。現在、批准のために同条約の趣

旨を反映した法制度の整備が求められている。 

 

 障害者権利条約が謳うインクルージョンは、障害者が社会の中で当然に存在

し、障害の有無にかかわらず誰もが排除、分離、隔離されずに共に生きていく

社会こそが自然な姿であり、誰にとっても生きやすい社会であるとの考え方を

基本としている。 

 

そして、それは、障害による不利益の責任が個人や家族に帰せられることな

く、障害に基づく様々な不利益が障害者に偏在している不平等を解消し、平等

な社会を実現することを求めるものである。 

 

とりわけ人生の長期にわたって施設、精神科病院等に入所、入院している障

害者が多数存在している現状を直視し、地域社会において、自己決定が尊重さ

れた普通の暮らしが営めるよう支援し、地域生活への移行を推進するための総

合的な取り組みを推進することが強く求められる。 
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そのうえで、障害者の自立が、経済面に限らず、誰もが主体性をもって生き

生きと生活し社会に参加することを意味するものであり、また、この国のある

べき共生社会の姿として、障害者が必要な支援を活用しながら地域で自立した

生活を営み、生涯を通じて固有の尊厳が尊重されるよう、その社会生活を支援

することが求められていることを国の法制度において確認されるべきである。 

 

この法律は、これらの基本的な考え方に基づき、障害の種別、軽重に関わら

ず、尊厳のある生存、移動の自由、コミュニケーション、就労等の支援を保障

し、障害者が、障害のない人と平等に社会生活上の権利が行使できるために、

また、あらゆる障害者が制度の谷間にこぼれ落ちることがないように、必要な

支援を法的権利として総合的に保障し、さらに、差異と多様性が尊重され、誰

もが排除されず、それぞれをありのままに人として認め合う共生社会の実現を

めざして制定されるものである。 

 

 

【表題】法の名称 

【結論】 

○ この法律は『障害者総合福祉法』と称する。 

 

【説明】 

「障害者総合福祉法」という名称は、すでに、障害者や関係者の中で一定の

共通理解の下で使われ、定着してきた。平成22(2010)年6月29日の閣議決定で

も「仮称」付きではあるがこの名称の法律を平成24(2012)年の国会で制定する

とされている。したがって、この名称を使用すべきである。 

  

なお、法の名称について、作業チーム報告では「障害者の社会生活の支援を

権利とし総合的に保障する法律」という案が示されている。これは、社会福祉

分野の法律であるか否かがわかりにくいという難点はあるが、恩恵的な意味で

理解される恐れのある「福祉」の用語を避け「社会生活」「権利の保障」「総

合的」などを用いて新法の性格を示したものであり、新法の制定と実施にあた

っては、この視点にも留意すべきである。 

 

 

【表題】法の目的 

【結論】 

○ この法律の目的として、以下の内容を盛り込むべきである。 

・ この法律が、憲法第13条、第14条、第22条、第25条等の基本的人権や改

正された障害者基本法等に基づき、全ての障害者が、等しく基本的人権を
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享有する個人として尊重され、他の者との平等が保障されるものであると

の理念に立脚するものであること。 

 

・ この法律が、障害者の基本的人権の行使やその自立及び社会参加の支援

のための施策に関し、どこで誰と生活するかについての選択の機会が保障

され、あらゆる分野の活動に参加する機会が保障されるために必要な支援

を受けることを障害者の基本的権利として、障害の種類、軽重、年齢等に

関わりなく保障するものであること。 

 

・ 国及び地方公共団体が、障害に基づく社会的不利益を解消すべき責務を

負うことを明らかにするとともに、障害者の自立及び社会参加に必要な支

援のための施策を定め、その施策を総合的かつ計画的に実施すべき義務を

負っていること。 

 

・ これらにより、この法律が、全ての国民が、障害の有無によって分け隔

てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会を

実現するものであること。 

 

【説明】 

今回、障害者自立支援法にかわる新たな法律を必要とするに至った大きな要

因は、障害者権利条約の批准に当たって障害者自立支援法を抜本的に改革する

必要があること及び障害者自立支援法違憲訴訟原告らと厚生労働省との間に障

害者自立支援法の廃止を含む基本合意文書が成立したことに存する。 

 

まず、障害者自立支援法違憲訴訟原告らと厚生労働省との間で交わされた基

本合意文書の一項では、障害者自立支援法を廃止することを前提に、新たな総

合的な福祉法制においては、「障害福祉施策の充実は、憲法等に基づく障害者

の基本的人権の行使を支援するものであることを基本とする。」とされている。 

 

日本国憲法 13 条の幸福追求権及び 22 条の居住・移転の自由は、支援選択権

を保障すると解すべきであり、25 条の生存権は、地域間格差を是正するナショ

ナルミニマムとしての支援請求権を保障するものであるので、以上の合意の趣

旨を踏まえ、目的条項において、憲法の基本的人権に関する規定を盛り込むこ

とは必須と考えた。 

 

また、障害者総合福祉法に関連する障害者権利条約の中心的課題は、同条約

第19条の 

a項 障害者が、他の者と平等に、居住地を選択し、及びどこで誰と生活する
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かを選択する機会を有すること並びに特定の居住施設で生活する義務を

負わないこと。 

b項 地域社会における生活及び地域社会への受入れを支援し、並びに地域社

会からの孤立及び隔離を防止するために必要な在宅サービス、居住サー

ビスその他の地域社会支援サービス(人的支援 [personal assistance]を

含む。)を障害者が利用することができること。 

c項 一般住民向けの地域社会サービス及び施設が、障害者にとって他の者と

平等に利用可能であり、かつ、障害者のニーズに対応していること。 

である。 

 

作業チーム報告では、そのことを、支援選択権と支援請求権と表現している。

同条約 19 条 a 項の「どこで誰と暮らすかの選択権」は、b 項の「必要な支援を

請求する権利」が無ければ成立しないだけでなく、c 項の「一般市民と平等の

選択肢」が無ければ、特定の生活様式以外の選択肢が成立しないからである。 

 

さらに、同条約のこの趣旨に基づき「障害者制度改革の推進のための基本的

な方向」(第一次意見)においては「地域で暮らす権利の保障とインクルーシブ

な社会の構築」が大きな課題とされ、「障害者制度改革の推進のための基本的

な方向について」(閣議決定)においては「地域生活の実現とインクルーシブな

社会の構築」なかで「障害者が自ら選択する地域への移行支援や移行後の生活

支援の充実、及び平等な社会参加、参画を柱に据えた施策の展開」が求められ

ている。 

 

とくに、これらの制度改革推進の中で改正された障害者基本法を踏まえる必

要がある。 

まず、同法第1条は、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に

人格と個性を尊重し合いながら共生することができる社会の実現を目的として

いる。このことは、障害者総合福祉法の目的においても基調に据えなければな

らない。 

 

また、同法第3条が、あらゆる分野の活動に参加する機会の確保やどこで誰

と生活するかについての選択の機会の確保等を規定していることに鑑みると、

上記目的においてこれらを明記することは必須であり、それらの機会が保障さ

れるために必要な支援を受けることを障害者の基本的権利とするとともに、支

援の選択権と支援の請求権を財政面で裏付ける公的な責務・保障として「国及

び地方公共団体等の責務を明らかに」する規定を盛り込む必要がある。 

 

なお、必要な支援を受けることを障害者の基本的権利とした規定は、たとえ
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ばカリフォルニア州の発達障害者支援サービスがエンタイトルメント(支援サ

ービス選択・請求権)であるとされていることを踏まえて規定している。 

すなわち、「地域支援センターの適格基準に合致するすべての障害者に、そ

の本人支援計画の目標に見合った支援サービスを提供しなければならないこと

を意味する。法的に、待機者リストはあってはならず、もしそのサービスが無

ければ、それは創出されねばならない。」(Federal funding in California’s DSS

 ARCA March 2011 p.54) 

 

つまりは、法に該当する障害者本人が選択した希望・目標に見合った支援サ

ービスを提供することが、待機リストに入れられることなく、義務づけられて

いることが、エンタイトルメント(支援サービス選択・受給権)ということにな

る。そのことも踏まえて、「・・どこで誰と生活するかについての選択の機会

が保障され、あらゆる分野の活動に参加する機会が保障されること・・」とい

う表記とした。 

 

さらに、谷間の障害者をなくすことについては、本総合福祉部会の総意であ

ることは論を待たないところであるので、障害の種類、軽重、年齢等に関わり

なくという文言に、その趣旨を込めている。 

これは、法の下の平等を実現するためにとりわけ重要な要素であり、上記の

障害の種類、軽重、年齢等の等には、入院中、入所中、刑事施設、入管施設、

その他の施設も含まれる。 

 

なお、これまで谷間におかれてきた障害者は制度から除外されてきたために

必要な支援内容の開発が十分ではない。 

そのため、発達障害、高次脳機能障害、難病、軽度知的障害等のある人たち

のニーズを当事者参画のもとで明らかにし、必要な人が必要な支援を得られる

ようにサービス内容の拡充を行う必要がある。 

 

  

【表題】法の理念 

【結論】 

○ 以下の基本的視点を理念規定に盛り込むべきである。 

 ・ 保護の対象から権利の主体への転換を確認する旨の規定 

・ 医学モデルから社会モデルへの障害概念の転換を確認する旨の規定 

 

【説明】 

従来、障害者は、障害者施策の対象、保護の対象とされ、当事者としては

扱われない面があった。しかし、この法律においては、障害者が権利の主体
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であり、当事者であることを明確にする必要性がある。また、障害の本質と

は、機能障害や疾病を有する市民の様々な社会への参加を妨げている社会的

障壁にほかならないことをここに確認し、機能障害や疾病をもつ市民を排除

しないようにする義務が社会、公共にあることが今後の障害者福祉、支援の

基本理念であることをここに確認する必要がある。 

なお、このことは、障害者の支援を自己責任・家族責任として、これまで

一貫して採用されてきた政策の基本スタンスを、社会的・公的な責任に切り

替えるということを意味することを確認するものである。 

 

医学モデルの視点からいえば、障害者の問題は、障害者自身が自己責任に

より訓練と努力で克服するべきものということになるが、かかる古い考え方

から脱却し、むしろ、障害者の社会参加を排除して、適切な支援を実施しな

い社会の側が障害の原因であるという社会モデルへの転換を明確化しない限

り、この国の障害者施策のあり方は旧態依然として変わらない。なお、社会

モデルは、障害概念の転換を示すものであり、治療やリハビリテーションそ

のものを否定するものではない。 

 

身体障害児・者実態調査や知的障害児者基礎調査等によれば、社会的支援

が進んできた今日においてもなお、障害者の介助・支援のほとんどを家族が

担っているという事態に大きな変化は見られない。介護保険制度の制定過程

でも「介護の社会化」が目標とされたが、いまだ実現の見通しは立っていな

い。 

 

障害者総合福祉法は、すべての人が尊重され、安心でき、そうした尊重と

安心を与えてくれる社会のために自ら参加し・貢献しようという気持ちを育

てる法律であり、また家族責任から社会責任への転換、家族依存からの脱却

を図る法律である。 

 

 

【表題】地域で自立した生活を営む基本的権利 

【結論】 

○  地域で自立した生活を営む権利として、以下の諸権利を障害者総合福祉

法において確認すべきである。 

１. 障害ゆえに命の危険にさらされない権利を有し、そのための支援を受け

る権利が保障される旨の規定。 

２. 障害者は、必要とする支援を受けながら、意思(自己)決定を行う権利が

保障される旨の規定。 

３. 障害者は、自らの意思に基づきどこで誰と住むかを決める権利、どのよ
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うに暮らしていくかを決める権利、特定の様式での生活を強制されない

権利を有し、そのための支援を受ける権利が保障される旨の規定。 

４. 障害者は、自ら選択する言語(手話等の非音声言語を含む)及び自ら選択

するコミュニケーション手段を使用して、市民として平等に生活を営む

権利を有し、そのための情報・コミュニケーション支援を受ける権利が

保障される旨の規定。 

５. 障害者は、自らの意思で移動する権利を有し、そのための外出介助、ガ

イドヘルパー等の支援を受ける権利が保障される旨の規定。 

６. 以上の支援を受ける権利は、障害者の個別の事情に最も相応しい内容で

なければならない旨の規定。 

７. 国及び地方公共団体は、これらの施策実施の義務を負う旨の規定。 

 

【説明】 

以上は、前記の法の目的で確認された中核的権利を確認するものである。 

   

とりわけ、障害者の完全参加を実現するためには、一人ひとりの支援を

必要とする個別事情に沿ったものである必要があり、障害者総合福祉法の

支援のあり方も、個別事情にふさわしいものであることが必要であるとい

う障害者支援の基本的なあり方を規定することが重要である。 

 

そのためには、障害者の意思(自己)決定にあたり、自己の意思決定過程

において十分な情報提供を含む必要とする支援を受け、かつ他からの不当

な影響を受けることなく自らの意思に基づく選択にしたがって行われるべ

きである。 

  

 また、情報・コミュニケーションの保障は到底裁量的に実施されれば足

るようなものでなく、民主社会を成立させる前提としての基本的人権保障

としての意義があることを明記しておかなくては、障害者権利条約におい

て、「言語」とは、音声言語及び手話その他の形態の非音声言語をいうとさ

れ、障害者基本法においても、言語に非音声言語である手話が含まれると

確認された意義なども没却される。 

   

さらに、障害者自立支援法は移動支援を裁量的事業と位置付けたが、移

動の自由の保障は基本的人権に基づく重要な施策であることは判例等でも

確認されていることであり、障害者総合福祉法でしっかり明記することが

肝要である。 
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【表題】国の義務 

【結論】 

○ 国の義務として、以下の規定を設けるべきである。 

１. 国は、障害の有無、種別、軽重等に関わらず障害者がどの地域に居住し

ても等しく安心して生活することができる権利を保障する義務を有する

こと。 

２. 国は、障害種別や程度による制度の谷間や空白及び制度上の格差が生じ

ないように制度設計を行う責務を有すること。 

３. 国は、地域間に支援の格差が発生することを防止し、又は発生した格差

を解消することができる制度設計を行う責務を有するとともに、市町村

への支援施策に関し必要な財政上の措置を行うこと。 

４. 国は、都道府県と共に、市町村が実施する支援施策の実態を把握し、障

害者総合福祉法の基本的権利に基づいて、それが実施されるように、広

くその実施状況を国民に明らかにし、同法の実施を監視し、推し進める

責務を有すること。 

 

【説明】 

憲法に示された基本的人権を保障する義務は第一義的には、国にあることか

ら、障害者支援の最終責任は国にあることを確認した上で、障害種別による制

度の谷間、制度上の格差の防止に関する義務、地域間格差の防止と財政的支援

等の諸支援、実施状況に関する監視や情報開示等について、規定を設ける必要

がある。 

また、国は、障害者が地域で自立した生活を営む権利をもつことを、障害者

を含む国民に広く周知しなければならない。 

 

 

【表題】都道府県の義務 

【結論】 

○ 都道府県の義務として、以下の規定を設けるべきである。 

１. 市町村の行う支援施策の実態を把握すると共に、障害者総合福祉法の基

本的権利に基づいて、それが実施されるように、広くその実施状況を都

道府県民に明らかにし、同法の実施を推し進めること。 

２. 市町村の支援施策に対して、必要な財政的補助を行うこと。その際、特

定の市町村に集中する実態等があればそのことを勘案すること。 

３. 市町村の支給決定に対してなされる不服申し立てを受理し、障害者総合

福祉法の基本的権利に基づいて審査する等、必要な措置を講じること。 

４. 市町村と連携を図りつつ、相談支援体制の整備及び広域でなければ実施

が困難な支援を行うこと。 
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【説明】 

都道府県については、特に市町村間の格差是正に向け施策の実施状況に関す

る情報公開と財政的補助を障害者総合福祉法の基本的権利をふまえて行うと共

に、不服申し立てに関する責務があることを明記した。 

 

 

【表題】市町村の義務 

【結論】 

○ 市町村の義務として、以下の規定を設けるべきである。 

１. 障害者総合福祉法の基本的権利に基づいて、当該市町村の区域における

障害者の生活の現状及び障害者がどこで誰と生活し、どのような分野で

社会参加を希望・選択するかなどを把握した上で、関係機関との緊密な

連携を図りつつ、必要な支援施策を総合的かつ計画的に実施すること。 

２. 障害者総合福祉法の基本的権利に基づいて、障害者の支援施策の提供に

関し、必要な情報の提供及び適切な説明を尽くし、並びに相談に応じ、

必要な調査及び指導を行うと共に、そのサービス利用計画等を勘案して

必要な支援施策を提供すること。 

 

【説明】 

市町村については、障害者総合福祉法で明記された基本的権利としての「ど

こで誰と生活するかについての選択の機会が確保され、あらゆる分野の活動に

参加する機会が確保されることを前提とした義務を規定した。また、公的支援

からこぼれる人をなくす上で、行政の説明責任が重要であることに鑑み、これ

も明記した。 

 

 

【表題】基盤整備義務 

【結論】 

 ○ 国及び地方公共団体は、支援を実施する事業者が地域に偏在しないよう事

業者への財政援助、育成を含めた基盤整備義務を有する。 

 

【説明】 

原則として契約制度により実施されている障害者施策において、地域で暮ら

す権利が保障される前提条件は、支援を実施する事業者が地域に十分に存在し

ていることであり、地域での自立生活の保障をいくら謳ったところで、当該地

域に事業所が存在しなければ絵に描いた餅である。本来障害者福祉施策の履行

責任者は国及び地方公共団体であることから、事業所任せは許されず、基盤整

備義務を規定しておくことは絶対不可欠である。 
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【表題】国民の責務 

【結論】 

○ すべての国民は、その障害の有無にかかわらず、相互にその人格と個性を

尊重しあいながら共生することのできる社会の実現に協力するものとする。 

 

【説明】 

国民の責務については、障害者権利条約のインクルーシブ社会の構築の理念

を踏まえたものとして規定した。 

 

 

【表題】介護保険との関係 

【結論】 

○ 障害者総合福祉法は、障害者が等しく基本的人権を享有する個人として、

障害の種別と程度に関わりなく日常生活及び社会生活において障害者のニー

ズに基づく必要な支援を保障するものであり、介護保険法とはおのずと法の

目的や性格を異にするものである。この違いを踏まえ、それぞれが別個の法

体系として制度設計されるべきである。 

 

○ 介護保険対象年齢になった後でも、従来から受けていた支援を原則として

継続して受けることができるものとする。 

 

【説明】 

 障害者自立支援法は介護保険と障害者福祉の統合を予定して策定され、その

ために応益負担、障害程度区分、日額制、常勤換算等が障害者福祉に持ち込ま

れた。その結果、障害者の人間としての尊厳を深く傷つけることとなり、この

反省から政府は障害者自立支援法の廃止と新たな総合的な福祉法制の実施を約

束した。憲法等に基づく障害者の基本的人権の行使を支援するものとして新た

な総合的な福祉法制を策定することになった。 

 

こうした経過から、障害者自立支援法訴訟原告団との基本合意文書では、

「新たな福祉制度の構築に当たっては、現行の介護保険制度との統合を前提と

はせず」とされている。これらを前提としつつ、さらに、国民的な議論によっ

てそれらの本来のあり方を、今後検討する必要がある。 

 

 なお、障害者が介護保険対象年齢となった後であっても、それまでの障害者

の地域生活の継続が保障されなければならない。また、介護保険が適用される

40 歳以上の特定疾病をもつ者については、本人が希望する場合には、障害者福

祉による支援が利用可能となるようにすべきである。現行の介護保険優先原則
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を見直し、障害者総合福祉法のサービスと介護保険のサービスを選択・併用で

きるようにすることも視野に含め、今後さらに検討を進めることが期待される。 

 

もっとも、これは若いときからの障害者の特性を重視し、生活の継続性の確

保をすることを主眼においた提言であるが、一方では 65 歳以上で要介護状態

となった高齢者にも平等な選択権が保障されるべきであるとの意見もあること

から、更に慎重な議論が必要である。 

 

具体的な運用面では、まず、障害者自立支援法の重度訪問介護や行動援護等

は介護保険には「相当する」サービスがないことは明確であり、継続的に利用

できるようにすべきである。 

   

次に、障害者自立支援法では、介護保険対象者になると訪問系サービスの国

庫負担基準が低くなるように設定されており、市町村に財政的な負荷が増える

ため、従前のサービス量確保に困難をきたすことから、従前のサービス量を確

保できるよう、その仕組みの廃止を検討すべきである。 

  

さらに、障害者自立支援法の下では、施設入所支援と生活介護の利用者は原

則的に介護保険の被保険者になれない制度となっているが、こうした人たちも

地域移行などに際して希望すれば介護保険サービスを選択・併用できるように

することを検討すべきである。退所しないと被保険者になれず要介護認定も受

けられないため、移行計画が作成されている場合、要介護認定を受けられるよ

うにすべきである。 
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